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	１　青少年海洋センターの概要

（開　設）昭和50年７月（ヨットハウス　平成５年６月、ファミリー棟　平成６年７月）

（所在地）泉南郡岬町淡輪

（主な施設）本館、ヨットハウス、ファミリー棟、グラウンド、キャンプファイヤー場、野外炊さん場　等

（運　営）本館、ヨットハウス、ファミリー棟は指定管理者が管理運営

：平成25年度委託料94,360千円

（利用状況）・本館、ヨットハウス　平成25年度：67,546人

・ファミリー棟宿泊　  平成25年度： 6,706人

　　青少年健全育成条例第８条第１号及び第５号の規定に係る施策を実施している施設であり、こども・未来プラン（大阪府次世代育成支援行動計画）にも位置づけがある。

２　青少年海洋センター本館等について
財政再建プログラム（案）（平成20年６月）、財政構造改革プラン（案）（平成22年10月）では、「府内に代替施設が見当たらない」「学校行事の受入れ等府として一定の役割あり」との理由から、運営を一層効率化し存続していくこととなった。
また、府市統合本部での「類似・重複している行政サービス（Ｂ項目）の基本的方向性」の協議でも存続とされている。

３　ファミリー棟（マリンロッジ海風館）について

平成６年７月に開設されたファミリー棟は、財政再建プログラム（案）において、現状有姿で売却、もしくは、売却できない場合は廃止も含めて検討とされ、その後の財政構造改革プラン（案）では、引き続き事業撤退を模索しつつ、当面の間は府負担を一切行わない前提で運営を行うこととなった。



	１　ファミリー棟は、せんなん里海公園の区域内に立地しており、青少年海洋センターと一体で青少年の健全育成に資する公園施設の位置づけになっている。

　　ファミリー棟の民間売却については、都市計画法の規定により、民間事業者は引き続き青少年の健全育成に資する公園施設として運営するか、他目的で利用するのであれば、建築できる構造物は容易に移転し又は除却できるものに限られることから、売却、民営化は非常に困難と考えられる。

　　また、廃止については、撤去費や撤去しない場合でも管理費など相当の経費が必要と見込まれ、不審者侵入などのリスクも想定される。

２　財政構造改革プラン（案）では、当面の間は府負担を一切行わない前提でファミリー棟の運営を行うこととされているが、実態は指定管理者へファミリー棟の管理委託料を支払っていないだけで、管理運営業務契約書のリスク分担表に基づいて施設修繕費を府が負担していることが判明した（平成25年度1,890千円）。

青少年海洋センター及びファミリー棟の修繕は、担当課が大阪府公共建築室に依頼して実施しているが、公共建築室が住宅供給公社に委託した金額を担当課は把握しておらず、施設に係る修繕費の全容が不明であった。

【平成25年度　施設修繕費の執行状況】
区　　　分
海洋センター本館等

ファミリー棟

担当課執行分

28,762,828円

0円

公共建築室執行分

21,635,250円

1,890,000円

合　計

50,398,078円

1,890,000円

(参考)指定管理者執行分
7,732,766円
292,635円
　　
３　担当課は、青少年海洋センター全体の収支は把握しているが、ファミリー棟単独の収支は把握していない。
	【改善を求めるもの（意見）】
ファミリー棟について、財政再建プログラム（案）において示された民営化の方向性は、都市計画法の規定による制約や市場の評価から、実現性が乏しいものと考えられることから、実態に即した施設のあり方を関係機関と調整のうえ再検討されたい。

また、将来的に施設の老朽化に伴う修繕費の増加も見込まれることを踏まえ、修繕費を含めたファミリー棟単独の収支状況を把握されたい。




【都市計画法】


（建築の許可）


第53条　都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域内において建築物の建築をしようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、都道府県知事等の許可を受けなければならない。（以下、略）


（許可の基準）


第54条　都道府県知事等は、前条第一項の規定による許可の申請があつた場合において、当該申請が次の各号のいずれかに該当するときは、その許可をしなければならない。


(1)　当該建築が、都市計画施設又は市街地開発事業に関する都市計画のうち建築物について定めるものに適合するものであること。


(2)　（略）


(3)　当該建築物が次に掲げる要件に該当し、かつ、容易に移転し、又は除却することができるものであると認められること。


イ　階数が二以下で、かつ、地階を有しないこと。


ロ　主要構造部（建築基準法第二条第五号に定める主要構造部をいう。）が木造、鉄骨造、コンクリートブロツク造その他これらに類する構造であること。





担当課が民間企業から聞き取った内容（平成21年度）





（意見照会した銀行のコメント）


「特異な構造の物件で、その上、法的制約があり民営化・売却の仲介は困難」との回答。


（民間企業の意向）


民間企業５社に売却の可能性について打診したが、反応はなかった。









